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1. はじめに 

当社のAトンネルでは、地山の塑性圧が原因とみら

れる変状が多数確認されている。今後変状が進行する

と、構造体としての健全性が低下する危険がある。現

状把握と対策工の選定、優先度の検討のため、Aトン

ネルでは 2017 年より年 2 回の内空変位測定を実施し

ている。本論文では、この結果を踏まえて、測定結果、

過去の対策工と、その効果について報告する。 

 

2. 対象トンネルについて 

諸元は表 1の通りである。主な変状を図 1に示す。 

表 1 本トンネルの諸元 

 

 

図 1 主な変状 

 

3．内空変位測定 

3-1. 測定概要 

内空変位は、テープ式内空変位計（図 2）を用いて 0.1

㎜の精度で計測する。覆工の変形挙動を把握し、偏圧

を受けているかを確認するため、図 3 に示すように、

トンネル１断面につき 3測線を計測する。本トンネル

では 61断面×3測線=183測線で行う。 

   

図２ テープ式内空変位計         図３ 計測箇所 

 

3-2．測定結果 

図４に 2017 年 4 月から 2021 年 6 月までの 4 年間

の累計変位量（水平）を示す。図より、累計変位量の

大きい地点が点在していることが分かる。変位が最も

大きい 66k600m 付近にはロックボルト工を施工して

いる。3 測線で変位の偏りはみられず、覆工が偏圧を

受けている可能性は低いと考えられる。 

 

図４ 本トンネル全体の累計変位量 

 

4．対策工について 

4-1. 過去の対策工 

本トンネルでは、表 2 に示す値を参考に対策工の要

否を判定している。以下の対策箇所は内空変位速度が

年に 6mm前後と大きいため、2018年度から 2020年度

までの 3 年間にわたり 66k595m~66k640m の区間にロ

ックボルト工を施工している。以下に年度別の施工方

法の特徴を示す。 

写真・断面

経年 107年（1914年竣工）

線形 直線

延長 2006.1m

断面 馬蹄形断面（インバート有）

構造 レンガ造

巻厚 4層-8層（457㎜-914㎜）

地質 緑色凝灰岩

亀裂・ひび割れ 目地切れ 圧ざ



表 2 内空変位速度の大きさの考え方１） 

 

 

4-2．2018年度施工分 

66k610m~66k630mの区間は、側壁部に変状が集中

しており、覆工背面空洞調査で空洞が確認されなかっ

た。ロックボルトに導入した引き抜き力が覆工を介し

て地山に作用することで、地山の塑性化とその拡大を

抑制する効果を期待して、当該区間には、図５のよう

に L＝5.0mのロックボルトを側壁部に施工した。 

 

図５ L=5.0m側壁 

 

4-3．2019~2020年度施工分 

66k595m~66k610m及び66k630m～66k640mの区

間は、事前にボーリング調査を実施した結果、地山の

緩み域が広く定着層が覆工面から離れていると推定さ

れた。アーチ全周にロックボルトを施工することで、

覆工背面の地山にグランドアーチを形成する効果と地

山のせん断抵抗を向上させる効果により、地山の物性

を改良することを期待して、当該区間には図６のよう

に L＝3.0mのロックボルトを全周に施工した。 

 

図６ L=3.0m全周 

 

4-4．対策工の効果 

L=5.0m 側壁のロックボルト(66k620m)と L=3.0m

全周のロックボルト(66k600m)について、施工前後の

内空変位速度の変化を図７、図８に示す。ともに施工

の結果、内空変位速度が年間 5~6㎜から年間 1㎜未満

まで減少している。表 2からも、内空変位が抑制され

ていると分かる。共に施工時の削孔で地山が緩んだこ

とで、ロックボルトの施工時に変位が一時的に増加し

ている。その変位量はロックボルトの延長が長い

66k620mの方が 66k600mより大きい。そのため、施

工後の変位が小さいL=3.0m全周の方がL=5.0m側壁

よりも地山の緩みに及ぼす影響が小さいと推察される。 

 

図７ 66k620mにおける内空変位の経時変化 

 

図８ 66k600mにおける内空変位の経時変化 

 

5．まとめ 

本トンネルでは、今後もロックボルトによる対策工

を検討している。本稿の知見から、今後は L=3.0m全

周で施工する計画である。引き続き年に 2度の内空変

位測定により継続的な内空変位の監視と対策工の評価

を行い、順次対策工を施工する計画である。 
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内空変位速度（u/年）

10mm≦u/年

3㎜≦u/年＜10㎜

1㎜≦u/年＜3㎜

大きい

小さい

進行性

非常に大きい



 


